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証券コード　2393

2014年６月10日

株 主 各 位
東京都港区芝大門一丁目１番30号

株 式 会 社 日 本 ケ ア サ プ ラ イ
代表取締役社長 金 子 博 臣

第16回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、お手数ながら同封の議決
権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2014年６月24日（火曜日）
の当社営業時間終了時（午後６時）までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2014年６月25日（水曜日）午前10時
（受付開始時刻は午前９時30分を予定しております。）

２．場 所 東京都千代田区内幸町一丁目５番１号
千代田区立　内幸町ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第16期（2013年４月１日から2014年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２．第16期（2013年４月１日から2014年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
議 案 剰余金の処分の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます（ア
ドレス　http://www.caresupply.co.jp/）。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2013年４月１日から
2014年３月31日まで )

１．企業集団の現況

(1）当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策と日銀の金

融緩和の効果により、企業収益や雇用環境の改善など景気回復の動きが見

られ、個人消費も消費税率の引上げに伴う駆け込み需要の影響も重なり持

ち直しを見せておりますが、消費税増税後の消費の低迷など景気の減速が

懸念されております。

介護業界におきましては、高齢者人口の増加と共に、市場の拡大が見込

まれております。一方、団塊の世代が75歳以上となる2025年を見据え、介

護保険制度では、これからの高齢社会を支える仕組み作りとして、地域包

括ケアシステムの構築を目指しておりますが、介護給付は、今後も増え続

けることが見込まれております。このような状況に対し、内閣の社会保障

制度改革国民会議の審議結果を踏まえ、国会では所得に応じた利用者負担

の在り方や要支援者に対する介護予防事業の市町村への段階的な移行など

が盛り込まれた2015年の介護保険法改正に向けた議論が進められておりま

す。

こうしたなか、当社グループは、「強固な収益基盤作り」と「次なる成

長に向けた事業領域の拡充」の実現に向け、各種施策に取り組み、更なる

成長を目指してまいりました。

当社が中心となって事業展開する福祉用具サプライ事業につきましては、

当社の顧客となる福祉用具貸与事業者への迅速な対応など充実したサービ

スを行うため、引き続き、営業拠点の設置を推進し、当連結会計年度は５

拠点を新設し、85拠点体制となりました。取扱商品につきましては、レン

タル需要に応じてベッドや車いすなどレンタル資産の購入を積極的に行う

と共に、顧客ニーズに合わせてメーカーと連携し新たなレンタル商品の導

入を進め、なかでも2013年４月には通気性のあるウレタン素材を使用し、

２層構造で硬さを選べる当社オリジナル商品のマットレス「ケアブリー

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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ズ」のレンタルを開始いたしました。また、主力の福祉用具のレンタルに

加え、福祉用具等の販売も好調に推移し、商品売上高は対前連結会計年度

比42.2％増と大幅な伸びを示しました。

当社子会社が中心となって事業展開する在宅介護サービス事業につきま

しては、小規模多機能型居宅介護や通所介護、訪問看護等、地域に応じた

複合的な在宅介護サービスを提供し、コア事業である福祉用具サプライ事

業とのシナジーを重視した事業を展開してまいりました。

このほか、次なる事業領域の拡充として、2013年５月に開設した通所介

護事業所向けポータルサイト「けあピアforデイ」につきましては、サイト

オープン以降、順次、ニュース記事の掲載やユーザー参加型のコンテンツ

の提供、デイサービスを中心とした事業所向け物販として、食事サービス

を開始するなどサイトの充実に努め、2014年３月末には約７千事業所の会

員登録となりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は、主力の

福祉用具のレンタルや販売で好調に推移したことから10,883百万円（前連

結会計年度比12.7％増）となりました。利益面では、売上原価においてレ

ンタル資産の購入増により減価償却費の負担が増加いたしましたが、レン

タル資産の保守費用の圧縮に努めるなど経費の節減を図ったことにより、

営業利益は1,232百万円（前連結会計年度比7.7％増）、経常利益は1,247百

万円（前連結会計年度比6.9％増）、当期純利益は676百万円（前連結会計

年度比1.8％減）となりました。

企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。

事 業 区 分

第15期
（2013年３月期）
（前連結会計年度）

第16期
（2014年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

福祉用具サプライ事業 9,005 93.2 10,301 94.7 1,295 14.4

在宅介護サービス事業 652 6.8 582 5.3 △70 △10.8

合 計 9,658 100.0 10,883 100.0 1,225 12.7

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、3,661百

万円であり、その主なものは当社のレンタル資産の取得3,583百万円であり

ます。

③　資金調達の状況

該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況



2014/06/05 17:42:55 / 13980755_株式会社日本ケアサプライ_招集通知

(2）直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 13 期

(2011年３月期)
第 14 期

(2012年３月期)
第 15 期

(2013年３月期)

第 16 期
(当連結会計年度)
(2014年３月期)

売 上 高 (千円) 8,664,834 8,952,686 9,658,266 10,883,904

経 常 利 益 (千円) 1,216,632 1,095,182 1,167,535 1,247,825

当 期 純 利 益 (千円) 576,656 552,249 689,385 676,728

１株当たり当期純利益 (円) 3,251.99 3,249.33 4,437.88 43.55

総 資 産 (千円) 12,021,444 11,947,410 12,794,145 12,613,972

純 資 産 (千円) 9,844,769 9,196,272 9,532,553 9,842,667

１株当たり純資産額 (円) 55,076.09 58,742.37 60,972.23 630.79

　(注)　2013年10月１日付にて普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。
なお、過年度に当該株式分割が行われたと仮定して遡及修正を行った場合の１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額は以下のとおりであります。

第 13 期
(2011年３月期)

第 14 期
(2012年３月期)

第 15 期
(2013年３月期)

１株当たり当期純利益 32.52円 32.49円 44.38円

１株当たり純資産額 550.76円 587.42円 609.72円

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 13 期

(2011年３月期)
第 14 期

(2012年３月期)
第 15 期

(2013年３月期)

第 16 期
(当事業年度)
(2014年３月期)

売 上 高 (千円) 7,918,443 8,196,453 9,014,280 10,334,211

経 常 利 益 (千円) 1,172,081 1,044,735 1,139,062 1,241,195

当 期 純 利 益 (千円) 556,067 524,117 663,300 672,776

１株当たり当期純利益 (円) 3,135.88 3,083.81 4,269.96 43.30

総 資 産 (千円) 11,919,528 11,834,759 12,673,032 12,524,424

純 資 産 (千円) 9,797,687 9,130,359 9,452,529 9,783,469

１株当たり純資産額 (円) 55,253.03 58,779.64 60,834.91 629.65

　(注)　2013年10月１日付にて普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。
なお、過年度に当該株式分割が行われたと仮定して遡及修正を行った場合の１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額は以下のとおりであります。

第 13 期
(2011年３月期)

第 14 期
(2012年３月期)

第 15 期
(2013年３月期)

１株当たり当期純利益 31.36円 30.84円 42.70円

１株当たり純資産額 552.53円 587.80円 608.35円

－ 5 －
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(3）重要な親会社及び子会社等の状況

①　親会社との関係

　当社は、三菱商事㈱を親会社とし、同社は当社の株式を11,620,000株（議

決権比率74.78％）保有しております。また、当社は、同社から役員の派遣

を受けております。

②　重要な子会社の状況

会 社 名
主要な営業所の
所 在 地

資本金
（百万円）

当社の議
決権比率
（％）

主 要 な 事 業 内 容

㈱ライフタイムメディ
東京都世田谷区
東京都国立市

25 85.00
通所介護、訪問看護・リハビリ
テーション、居宅介護支援等

㈱グリーンケアガーデン 秋田県秋田市 20 80.00
小規模多機能型居宅介護、通所
介護

㈱グリーンケアはーねす 島根県出雲市 25 60.00
小規模多機能型居宅介護、通所
介護

㈱グリーンケアブリッジ 福島県郡山市 22 60.00
小規模多機能型居宅介護、訪問
看護・リハビリテーション

 (注) 前連結会計年度末において重要な子会社でありました㈱グリーンケアふらのは、2013年４

月15日付で株式の一部売却により、連結子会社に該当しなくなったため、重要な子会社か

ら除いております。

③　重要な関連会社の状況

会 社 名
主要な営業所の
所 在 地

資本金
（百万円）

当社の議
決権比率
（％）

主 要 な 事 業 内 容

㈱ ブ リ ッ ジ サ ポ ー ト 京都府京都市 15 49.00 福祉用具貸与等

－ 6 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社等の状況
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(4）対処すべき課題

介護業界におきましては、高齢者人口の増加と共に市場の拡大が見込まれ

ております。また、介護給付は今後も増え続けることが見込まれ、2015年４

月には介護保険制度の改定が予定されております。

こうしたなか、中期経営計画３年目にあたる2014年度の福祉用具サプライ

事業につきましては、引き続き福祉用具貸与事業者への後方支援サービスの

一層の拡充に努め、2012年４月より福祉用具の貸与・販売に際して福祉用具

貸与事業者に求められた「福祉用具サービス計画」の作成支援を強化・充実

するなどIT面で競合他社との差別化を進めてまいります。また、営業拠点の

新設のほか、レンタル商品の買い替えを促進し、オリジナル商品を含む商品

ラインナップの強化を図ってまいります。このほか、レンタル商品のメンテ

ナンス業務の効率化を進め、競争力の維持・向上を図り、売上・市場シェア

の拡大を目指してまいります。在宅介護サービス事業につきましては、事業

者との共同事業を基本として、引き続き地域に根差した質の高いサービスを

提供し、今後成長性やニーズの高まりが予想される首都圏等で訪問看護・リ

ハビリ事業の拡大を中心に複合介護サービスを推進してまいります。これら

に加え新たな事業領域の拡充として2013年５月にサイトオープンした通所介

護事業所向けポータルサイト「けあピアforデイ」につきましては、今後もサ

イトの充実に努め、事業の推進を積極的に行ってまいります。

また、コーポレート・ガバナンスの整備及び強化は常に取り組むべき最重

要課題の一つであると考えており、事業領域の拡充等の変化に即した、より

実効性のある内部統制システムの構築に向け、今後も適宜見直しを図り、経

営基盤の強化に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻を

賜りますようお願い申しあげます。

(5) 主要な事業内容（2014年３月31日現在）

①　福祉用具サプライ事業

福祉用具貸与の指定を受けている事業者向けの福祉用具の貸与及び販売

等を行っております。

②　在宅介護サービス事業

小規模多機能型居宅介護、通所介護及び訪問看護・リハビリテーション

等のサービスを提供しております。

－ 7 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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(6) 主要な営業所（2014年３月31日現在）

①　当社の主要な営業所

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 港 区 名 古 屋 営 業 所 愛 知 県 名 古 屋 市

札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市 大 阪 営 業 所 大 阪 府 東 大 阪 市

仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市 広 島 営 業 所 広 島 県 広 島 市

東 京 営 業 所 東 京 都 足 立 区 福 岡 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市

松 本 営 業 所 長 野 県 塩 尻 市

②　子会社

子会社については「１．企業集団の現況（3）重要な親会社及び子会社等

の状況」に記載のとおりであります。

(7) 使用人の状況（2014年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

福 祉 用 具 サ プ ラ イ 事 業 443（178）名 19名増（63名増）

在 宅 介 護 サ ー ビ ス 事 業 115  （2）名 26名減 （1名増）

合 計 558（180）名 7名減（64名増）

 (注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しておりま

す。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

450（180）名 20名増（64名増） 37.2歳 6.8年

 (注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しておりま

す。

(8) 主要な借入先の状況（2014年３月31日現在）

 該当事項はありません。

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 8 －

主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の株式の状況（2014年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 64,000,000株

 (注) 2013年10月１日付にて実施した株式分割（普通株式１株を100株に分割）に伴い、発行可

能株式総数は63,360,000株増加しております。なお、同日付にて単元株式数を100株とす

る単元株制度を採用いたしました。

(2) 発行済株式の総数 16,342,400株

 (注) 株式分割（普通株式１株を100株に分割）に伴い、発行済株式の総数は16,178,976株増加

しております。

(3) 株主数 4,037名

(4) 大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持株比率（％）

三菱商事㈱ 11,620,000 74.78

㈱三菱総合研究所 544,000 3.50

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱）

240,000 1.54

ＮＣＳ従業員持株会 145,900 0.93

渡辺　勝利 67,000 0.43

資産管理サービス信託銀行㈱（証券投資信
託口）

64,000 0.41

平林　佑紀 51,500 0.33

CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL
（常任代理人 シティバンク銀行㈱）

50,000 0.32

㈱ヒューマンウェア 36,900 0.23

竹林　雄三 30,000 0.19

㈱初田製作所 30,000 0.19

（注）１．当社は自己株式804,400株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

 該当事項はありません。

－ 9 －
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３．会社の新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（2014年３月31日現在）

  該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 10 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2014年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 金 子 博 臣

取締役 戸 田 康 典 営業本部長

取締役 栃 　 木 　 清 一 郎 管理本部長兼経理部長

取締役 赤 　 須 　 修 一 郎 経営企画室長

取締役 有 吉 純 夫 エム・シー・ヘルスケア㈱ 代表取締役社長

取締役 宮 下 　 修 三菱商事㈱  理事生活産業グループ食品流
通・ヘルスケア本部長

取締役 北 浦 克 俊 三菱商事㈱  生活産業グループ食品流通・ヘ
ルスケア本部ヘルスケア事業部長

常勤監査役 半 田 常 巳

監査役 伊 藤 利 之

監査役 大 沼 尚 人 三菱商事㈱  理事生活産業グループ管理部
長

（注）１．取締役有吉純夫、宮下修、北浦克俊の３氏は、社外取締役であります。
２．監査役伊藤利之、大沼尚人の両氏は、社外監査役であります。
３．取締役宮下修氏は、三菱商事㈱理事生活産業グループ食品流通・ヘルスケア本部長で

ありましたが、2014年４月１日付で三菱商事㈱理事生活産業グループ生活商品本部長
に就任しております。

４．取締役北浦克俊氏は、三菱商事㈱生活産業グループ食品流通・ヘルスケア本部ヘルス
ケア事業部長でありましたが、2014年４月１日付で三菱商事㈱生活産業グループ生活
商品本部ヘルスケア部長に就任しております。

５．監査役大沼尚人氏は、経理部門における長年の経験があり、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有しております。

６．当社は、監査役伊藤利之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し､同
取引所に届け出ております。

７．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
　　①2013年６月25日開催の第15回定時株主総会終結の時をもって、取締役小磯隆久、塚

越伸夫の両氏、及び監査役若林泰、竹田守の両氏は、任期満了により退任いたしま
した。

　　②2013年６月25日開催の第15回定時株主総会において、栃木清一郎、赤須修一郎の両
氏は取締役に選任され、半田常巳、大沼尚人の両氏は監査役に選任され、それぞれ
就任いたしました。

８．2014年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

氏　　　名 新　担　当 旧　担　当

赤 須 修 一 郎
経営統括
兼経営企画室長
兼資産総括部長

経営企画室長

戸 田 康 典
営業本部長
兼九州ブロック長

営業本部長

－ 11 －
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

９名
（３名）

88,519千円
（2,700千円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

４名
（３名）

18,066千円
（9,816千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

13名
（６名）

106,585千円
（12,516千円）

（注）１．上記には2013年６月25日開催の第15回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

２名及び監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、2004年４月27日開催の第６回定時株主総会において、年額

200,000千円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、2004年４月27日開催の第６回定時株主総会において、年額

80,000千円以内と決議いただいております。

４．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

５．上記のほか、2013年６月25日開催の第15回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労

金を以下のとおり支給しております。

退任取締役２名　1,466千円

６．当事業年度において、社外役員が当社親会社又は当該親会社の子会社から受けた役員

としての報酬等の総額は34,200千円であります。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況

区    分 氏    名 兼職する法人等 兼　職　の　内　容

取締役

有 吉 純 夫 エム・シー・ヘルスケア㈱ 代表取締役社長

宮 下 　 修 三菱商事㈱
理事生活産業グループ食品流通・ヘル
スケア本部長

北 浦 克 俊 三菱商事㈱ 生活産業グループ食品流通・ヘルスケ
ア本部ヘルスケア事業部長

監査役 大 沼 尚 人 三菱商事㈱ 理事生活産業グループ管理部長

（注）１．三菱商事㈱は、当社の親会社であります。

　　　２．エム・シー・ヘルスケア㈱は、当社親会社である三菱商事㈱の子会社であります。

－ 12 －
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②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主　な　活　動　状　況

取締役

有 吉 純 夫
当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、企
業経営の観点から適宜発言を行っております。

宮 下 　 修
当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回に出席
し、企業経営の観点から適宜発言を行っております。

北 浦 克 俊
当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席
し、企業経営の観点から適宜発言を行っております。

監査役

伊 藤 利 之
当事業年度に開催された取締役会13回のうち11回、監査
役会13回のうち11回に出席し、中立かつ客観的な観点か
ら適宜発言を行っております。

大 沼 尚 人
2013年６月25日就任以降に開催された取締役会10回のう
ち９回、監査役会10回のうち９回に出席し、豊富な経験
と高い見識に基づき適宜発言を行っております。

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34,000千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産

上の利益の合計額
34,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意により会計監査人を解任する方針で

あります。

上記のほか、会計監査人が適正に監査を遂行することが困難であると認め

られる場合は、監査役会の同意を得た上で、又は監査役会の請求に基づいて、

会計監査人の解任又は不再任を株主総会に提案いたします。

－ 13 －
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６．業務の適正を確保するための体制

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議している事項

は次のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①　企業倫理、社会規範を最優先する旨を明記した、「役職員行動規範」を

定め周知徹底する。

②　会社相談窓口（社外相談窓口を含む）を設け、コンプライアンスに関す

る相談に迅速に対応する体制とする。

③　代表取締役社長を委員長とし、常勤取締役で構成されるコンプライアン

ス委員会を設置し、定期的に開催する。

④　適切な財務諸表作成のために、経理規程を定めるとともに、財務報告の

信頼性確保のための体制につき、その整備・運用状況を定期的に評価し改

善を図る。

⑤　内部監査部門は、内部監査規程に基づき、各部門の監査を定期的に行う。

⑥　社会秩序や安全に脅威を与える反社会勢力及び団体とは、一切の関係を

遮断し、断固たる姿勢で臨む。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会決議等会社の重要な意思決定については、必ず文書化するととも

に、法定保存文書と同様に、法令並びに社内規程に基づき、所定の期間保存

し、適切に管理を行う。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社を取り巻く各種リスクについては、担当する部門を定め、規則の制

定、研修等を行う。

②　内部監査部門は、各種リスクについての対応が適切に行われているかを

定期的に監査する。

③　危機管理委員会を設け、危機管理体制の整備、危機管理に係る事項の発

生について調査・対応処置の決定を行うとともに、危機管理に係る事項の

発生事実及び講じた措置について、定期的に取締役会に報告する。

－ 14 －
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①  取締役会は、原則として月１回開催し、経営上の重要事項について迅速

かつ的確な意思決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行う。また取

締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限規程等社

内規程に基づいた権限委譲を各役職員に行い、効率的な業務執行を行う。

②  取締役会で決定した毎年の経営方針・目標に沿って、各部門は当年度の

目標及び利益計画を策定し、達成状況を常時フォローアップし、翌年度に

達成状況に応じた業績評価を実施する。

③  経営会議を定期的に開催し、経営上或いは業務執行上基本的または重要

な事項について幅広く協議・検討する。

(5) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

①  親会社としての子会社に対する対応

子会社の主管部門を定め、取締役や監査役の派遣を通じて連携を取り、

子会社が親会社の経営方針に沿って適正に運営されているか等業務執行状

況を随時確認し、定期的に取締役会に報告する。

②  子会社としての親会社に対する対応

会社としての独立性を維持しつつ、親会社の内部統制を推進する組織と

の連携体制を構築する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

監査役が必要と判断し求めた場合には、監査役の職務を補助する使用人を

速やかに設置する。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

補助すべき使用人を設置する場合には、使用人の人数や人事異動・人事考

課等監査役会の同意を要するものとし、取締役からの独立性が確保されるよ

う、その人事に関しては、取締役と監査役が協議を行う。

－ 15 －
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(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制

①  役職員は、職務の執行に関する法令違反、定款違反、不正行為の事実ま

たは会社に損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、監査役に遅滞な

く報告する。

②  取締役は、監査役が必要と認める重要な会議に出席することができる体

制を整備するとともに、稟議書等業務執行に係る重要な文書を監査役に回

覧し、必要に応じて、その内容を説明する。

③  危機管理に係る事由が発生した場合や内部通報があった場合には、その

内容及び対応状況を、監査役に速やかに報告する。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①  役職員は監査役との相互の意思疎通を図るため、必要に応じ監査上の重

要課題等について意見交換を行う。

②  内部監査部門は監査役との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監

査業務の遂行を図る。

③  取締役は、会計監査人に監査役と定期的に意見及び情報の交換を行うこ

とを求める。

④  監査役が、独自に弁護士や公認会計士を起用し、監査業務に関する助言

を受けることができるようにする。

　本事業報告の中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（2014年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

レ ン タ ル 未 収 入 金

有 価 証 券

商 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

レ ン タ ル 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,011,527

774,549

337,036

1,132,772

1,899,838

15,761

29,238

293,313

400,600

142,905

△14,489

7,602,444

6,849,891

6,273,759

365,108

9,301

58,130

143,591

139,629

139,629

612,924

142,900

8,296

216,569

249,136

△3,980

流 動 負 債 2,094,211

買 掛 金 215,532

レンタル資産購入未払金 610,845

未 払 法 人 税 等 313,393

賞 与 引 当 金 143,394

レンタル資産保守引当金 528,400

そ の 他 282,645

固 定 負 債 677,092

役員退職慰労引当金 6,890

退職給付に係る負債 532,604

そ の 他 137,597

負 債 合 計 2,771,304

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 9,807,930

資 本 金 2,897,650

資 本 剰 余 金 1,641,650

利 益 剰 余 金 5,683,430

自 己 株 式 △414,799

その他の包括利益累計額 △6,753

退職給付に係る調整累計額 △6,753

少 数 株 主 持 分 41,490

純 資 産 合 計 9,842,667

資 産 合 計 12,613,972 負 債 純 資 産 合 計 12,613,972

－ 17 －
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連 結 損 益 計 算 書

( 2013年４月１日から
2014年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,883,904

売 上 原 価 6,442,178

売 上 総 利 益 4,441,726

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,208,988

営 業 利 益 1,232,737

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,593

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3,789

そ の 他 8,078 15,461

営 業 外 費 用 373

経 常 利 益 1,247,825

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 35 35

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 135

固 定 資 産 除 却 損 510

子 会 社 株 式 売 却 損 1,667 2,314

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,245,546

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 572,736

法 人 税 等 調 整 額 △4,383 568,353

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 677,192

少 数 株 主 利 益 464

当 期 純 利 益 676,728

－ 18 －
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連結株主資本等変動計算書

( 2013年４月１日から
2014年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合 計

2 0 1 3 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 2,897,650 1,641,650 5,349,363 △414,799 9,473,864

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △341,836 △341,836

当 期 純 利 益 676,728 676,728

連 結 範 囲 の 変 動 △826 △826

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 334,066 － 334,066

2 0 1 4 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 2,897,650 1,641,650 5,683,430 △414,799 9,807,930

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主持分 純資産合計

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

2 0 1 3 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 － － 58,688 9,532,553

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △341,836

当 期 純 利 益 676,728

連 結 範 囲 の 変 動 △826

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

△6,753 △6,753 △17,198 △23,951

連結会計年度中の変動額合計 △6,753 △6,753 △17,198 310,114

2 0 1 4 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 △6,753 △6,753 41,490 9,842,667

－ 19 －
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１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　４社

・主要な連結子会社の名称　　　　㈱ライフタイムメディ

㈱グリーンケアガーデン

・連結の範囲の変更　　　　　　　㈱グリーンケアふらのは、株式の一部売却により連結

子会社に該当しなくなったため、連結の範囲から除い

ております。

②　非連結子会社の状況

非連結子会社はありません。

(2）持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社

及び関連会社の数　　　　　　　１社

・主要な関連会社の名称　　　　　㈱ブリッジサポート

②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社はありません。

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4）会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・満期保有目的の債券　　　　　償却原価法

・その他有価証券

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

・レンタル資産　　　　　　　　当社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は３年～６年であります。

－ 20 －

連結注記表



2014/06/05 17:42:55 / 13980755_株式会社日本ケアサプライ_招集通知

・その他の有形固定資産　　　　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　15年

機械装置及び運搬具　７年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　当社は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　当社及び連結子会社は、従業員の賞与支給に備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。

ハ．レンタル資産保守引当金　　　当社は、期末現在貸出中のレンタル資産について、貸

出に伴い発生する保守費用（洗浄・消毒・修繕）に備

えるため、発生見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　当社は、取締役の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

－ 21 －
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④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上

基準

ロ．重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職

給付債務の額を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に計上しております。

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

ハ．消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計

年度の費用として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度末より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５

月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を

適用しております。（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文

に掲げられた定めを除く。）これにより、退職給付債務の額を退職給付に係る負債として計上

する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従

っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が532,604千円計上されるとと

もに、その他の包括利益累計額が6,753千円減少しております。

－ 22 －
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３．会計上の見積りの変更に関する注記

（貸倒引当金の見積りの変更）

　当社は貸倒引当金の計上にあたり、従来、当社における貸倒実績に加え、介護保険制度創設

時の状況及び当社顧客の特性等を勘案した信用格付制度をもとに、回収可能性を見込んでまい

りましたが、介護保険制度創設から10年超が経過し、貸倒実績や回収手段のノウハウの蓄積及

び整備ができたことを契機に信用格付制度を見直した結果、より精緻な見積りが可能となった

ため、見積りの変更を行いました。

　これにより、従来の方法と比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益がそれぞれ60,480千円増加しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 12,053,520千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首株式数

(株)
当連結会計年度増加株式数

(株)
当連結会計年度減少株式数

(株)
当連結会計年度末株式数

(株)

普 通 株 式 163,424 16,178,976 － 16,342,400

（注）普通株式の発行済株式の総数の増加16,178,976株は、株式分割による増加であります。

(2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首株式数

(株)
当連結会計年度増加株式数

(株)
当連結会計年度減少株式数

(株)
当連結会計年度末株式数

(株)

普 通 株 式 8,044 796,356 － 804,400

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加796,356株は、株式分割による増加であります。

(3）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2013年６月25日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 341,836 2,200 2013年３月31日 2013年６月26日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

2014年６月25日開催の定時株主総会において次のとおり付議する予定でおります。

株 式 の 種 類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり配当額
(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

普 通 株 式 341,836 利益剰余金 22 2014年３月31日 2014年６月26日
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６．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用する方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金及びレンタル未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株

式であり、発行体の信用リスクに晒されております。

短期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及びレンタル資産購入未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支

払期日であります。

未払法人税等は、そのほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。

また、これらの営業債務、未払法人税等は、流動性リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権、短期貸付金について、社内管理規程に従い、担当部署が取引先の

状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社

についても、当社に準じた管理を行っております。

満期保有目的の債券は、社内管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としている

ため、信用リスクは僅少であります。

ロ．流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、営業債務、未払法人税等について、各部署からの報告に基づき担当部署が適

時に資金繰計画を作成・更新する等の方法により管理しております。また、連結子会

社は、当社と同様の管理を行っております。
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(2）金融商品の時価等に関する事項

2014年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません（(注)２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1)現金及び預金 774,549 774,549 -

(2)売掛金 337,036 337,036 -

(3)レンタル未収入金 1,132,772 1,132,772 -

(4)有価証券及び投資有価証券 1,899,838 1,899,838 -

(5)短期貸付金 400,600 400,600 -

資産計 4,544,797 4,544,797 -

(1)買掛金 215,532 215,532 -

(2)レンタル資産購入未払金 610,845 610,845 -

(3)未払法人税等 313,393 313,393 -

負債計 1,139,771 1,139,771 -

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)レンタル未収入金、(5)短期貸付金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(4)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、債券は取引金融機関等から提示された価格によっております。

負　債

(1)買掛金、(2)レンタル資産購入未払金、(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 142,900

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「(4)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内（千円）

現金及び預金 774,549

売掛金 337,036

レンタル未収入金 1,132,772

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 1,900,000

短期貸付金 400,600

合計 4,544,958

７．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 630円79銭

(2）１株当たり当期純利益 43円55銭

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当連結会計年度に行いました株式

分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10．その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 26 －

連結注記表
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貸　借　対　照　表
（2014年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

レ ン タ ル 未 収 入 金

有 価 証 券

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

レ ン タ ル 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

従業員に対する長期貸付金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

4,864,054

725,503

247,612

1,133,303

1,899,838

15,728

29,238

103,664

284,434

400,600

11,742

26,876

△14,489

7,660,370

6,723,829

6,273,759

239,444

834

8,759

48

142,851

58,130

136,925

1,695

135,131

99

799,615

129,258

139,850

6,660

1,636

131,592

16,839

238,663

208,384

3,210

△3,980

△72,500

流 動 負 債 2,078,666

買 掛 金 215,532

レンタル資産購入未払金 610,845

未 払 金 191,938

未 払 法 人 税 等 312,000

預 り 金 34,947

賞 与 引 当 金 134,971

レンタル資産保守引当金 528,400

そ の 他 50,031

固 定 負 債 662,288

退 職 給 付 引 当 金 522,113

役員退職慰労引当金 6,890

長 期 預 り 保 証 金 133,284

負 債 合 計 2,740,955

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 9,783,469

資 本 金 2,897,650

資 本 剰 余 金 1,641,650

資 本 準 備 金 1,641,650

利 益 剰 余 金 5,658,969

利 益 準 備 金 16,370

その他利益剰余金 5,642,599

繰越利益剰余金 5,642,599

自 己 株 式 △414,799

純 資 産 合 計 9,783,469

資 産 合 計 12,524,424 負 債 純 資 産 合 計 12,524,424

－ 27 －
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損　益　計　算　書

（ 2013年４月１日から
2014年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,334,211

売 上 原 価 6,012,946

売 上 総 利 益 4,321,265

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,095,509

営 業 利 益 1,225,755

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,056

有 価 証 券 利 息 2,589

そ の 他 10,162 15,809

営 業 外 費 用 369

経 常 利 益 1,241,195

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 35 35

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 135

固 定 資 産 除 却 損 510 646

税 引 前 当 期 純 利 益 1,240,584

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 571,343

法 人 税 等 調 整 額 △3,535 567,807

当 期 純 利 益 672,776

－ 28 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（ 2013年４月１日から
2014年３月31日まで ）

　　　　（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

2 0 1 3年 ４ 月 １ 日 残 高 2,897,650 1,641,650 16,370 5,311,658 △414,799 9,452,529 9,452,529

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △341,836 △341,836 △341,836

当 期 純 利 益 672,776 672,776 672,776

事業年度中の変動額合計 － － － 330,940 － 330,940 330,940

2 0 1 4年３月3 1日 残高 2,897,650 1,641,650 16,370 5,642,599 △414,799 9,783,469 9,783,469

－ 29 －
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１．重要な会計方針に係る事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法

・子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

・レンタル資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は３年～６年であります。

・その他の有形固定資産　　　　　定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　15年

機械及び装置　　　　　　　７年

工具、器具及び備品　３年～６年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

②　投資損失引当金　　　　　　　　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社

の財政状態及び回収可能性を勘案して必要額を計上し

ております。

③　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。

－ 30 －

個別注記表
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④　レンタル資産保守引当金　　　　期末現在貸出中のレンタル資産について、貸出に伴い

発生する保守費用（洗浄・消毒・修繕）に備えるため、

発生見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

⑥　役員退職慰労引当金　　　　　　取締役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

(4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

②　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の

費用として処理しております。

２．会計上の見積りの変更に関する注記

（貸倒引当金の見積りの変更）

　当社は貸倒引当金の計上にあたり、従来、当社における貸倒実績に加え、介護保険制度創設

時の状況及び当社顧客の特性等を勘案した信用格付制度をもとに、回収可能性を見込んでまい

りましたが、介護保険制度創設から10年超が経過し、貸倒実績や回収手段のノウハウの蓄積及

び整備ができたことを契機に信用格付制度を見直した結果、より精緻な見積りが可能となった

ため、見積りの変更を行いました。

　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ60,480千円増加しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1）有形固定資産の減価償却累計額 11,965,576千円

(2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 32,227千円

②　長期金銭債権 131,592千円

－ 31 －

個別注記表
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４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 64,915千円

②　その他の営業取引高 104,921千円

③　営業取引以外の取引高 2,065千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

普 通 株 式 8,044 796,356 － 804,400

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加796,356株は、株式分割による増加であります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

貸倒引当金 6,314千円

未払事業税 20,807千円

賞与引当金 48,090千円

レンタル資産保守引当金 188,268千円

その他 20,953千円

繰延税金資産（流動）小計 284,434千円

評価性引当額 △0千円

繰延税金資産（流動）計 284,434千円

繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 186,029千円

その他 54,043千円

繰延税金資産（固定）小計 240,072千円

評価性引当額 △1,409千円

繰延税金資産（固定）計 238,663千円

繰延税金資産合計 523,097千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。

－ 32 －

個別注記表
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８．関連当事者との取引に関する注記

兄弟会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社の
子会社

三菱商事フィ
ナンシャルサ
ービス㈱

－ 資金貸借取引
資金の貸付 △1,100,000 短期貸付金 400,000

受取利息 574 未収収益 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．資金の貸付については、余剰資金の運用のための貸付であります。貸付利率は市場

金利を基準に決定しております。

２．資金の貸付については、短期間での反復取引のため、取引金額は当事業年度におけ

る純増減額を記載しております。

３．取引金額には消費税等が含まれておりません。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 629円65銭

(2) １株当たり当期純利益 43円30銭

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株式分割

が当事業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 33 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2014年５月15日

株式会社日本ケアサプライ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 田 吉 泰 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 郷 右 近 隆 也 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社日本ケアサプライの2013年４月１日か
ら2014年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社日本ケアサプライ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 34 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2014年５月15日

株式会社日本ケアサプライ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 田 吉 泰 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 郷 右 近 隆 也 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社日本ケアサプライの2013年４月
１日から2014年３月31日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及

びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属

明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 35 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2013年４月１日から2014年３月31日までの第16期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業
報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査いたしました。以
上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。これらに基づき、当該事業年度に係る計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細
書、並びに連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について検
討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

三　「業務の適正を確保するための体制」に関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該体制に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2014年５月22日
株 式 会 社 日 本 ケ ア サ プ ラ イ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 半 田　 常 巳 
社 外 監 査 役 伊 藤　 利 之 
社 外 監 査 役 大 沼　 尚 人 

以　上
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株主総会参考書類

議　案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第16期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展開

等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金22円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は341,836,000円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2014年６月26日といたしたいと存じます。

以　上

－ 37 －

剰余金処分議案
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株主総会会場ご案内図

東京都千代田区内幸町一丁目５番１号

千代田区立　内幸町ホール

TEL 03－3500－5578

第一ホテル
アネックス

至虎ノ門

みずほ銀行
みずほ銀行

東京営業部方面出口

至三田

至日比谷

至浜松町

至有楽町

日比谷シティ

新幸橋
ビルディング

第一
ホテル
東京

日比谷公会堂

地下鉄新橋駅からご来場の方は、７番出口に
向かい地下歩道「Ｅ内幸町・日比谷方面」へ
お進みください。
会場（地下１階）に直行できます。

地下鉄都営三田線内幸町駅

地
下
鉄
銀
座
線
新
橋
駅

ＪＲ新橋駅

会場入口は

建物の地下１階（　　　　）

マクドナルド

ＳＬ広場

階段
下る

(日比谷口)

(   )

（A5番出口）

りそな銀行
新橋支店

（地下歩道）

外
堀
通
り

内幸町ホール

地下鉄内幸町駅からご来場の方は、
A5番出口へ向かい、みずほ銀行東京
営業部方面へお進みください。

交通のご案内　ＪＲ　　新橋駅（日比谷口）より徒歩５分

地下鉄

都営三田線 内幸町駅 　A5番・みずほ銀行東京営業部

　　　　　 方面出口より徒歩５分

東京メトロ銀座線

都営浅草線

新 橋 駅　７番出口に向かい地下歩道

　　　　　（Ｅ方面）経由徒歩５分

※専用駐車場はありませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

地図




